
 
 

 

令 和 ８ 年 １ 月 3 0 日 

不動産・建設経済局建設業課 

 

建設市場整備推進事業費補助金に係る執行団体の公募について 

～「地域の守り手」となる建設業の ICT 活用促進に向けて～ 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1. 事業内容 

被災地の迅速な応急復旧に資する防災訓練等を行うに際し、応急復旧活動における ICT 機器の活

用を想定した訓練等を行う場合に、当該訓練等に要する費用の一部を助成します。 

 

2. 執行団体の業務内容 

別添の公募要領等に記載のとおりです。 

 

3. 公募期間 

令和８年１月 30 日（金）～令和８年２月 12 日（木）17 時迄 

 

4. 提出書類等 

・応募申請書 （様式１） 

・事業実施計画書 （様式２） 

・事務費内訳書 （様式３） 

※提出方法等の詳細は添付の公募要領等をご参照ください。 

 

5. 審査方法 

審査は、原則として提出書類に基づいて行いますが、必要に応じてヒアリング等を実施するほか、

追加資料の提出を求めることがあります。 

 

6. 執行団体の応募資格 

災害対策基本法第２条第５号に規定する指定公共機関（建設業に係る団体に限る） 

その他資格要件の詳細は別添の公募要領等に記載のとおりです。 

 

※令和６年度補正予算に係る本補助金による導入効果事例については、以下のページをご覧ください。 

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk1_000

001_00039.html 

 

 

＜問い合わせ先＞ 

 不動産・建設経済局 建設業課 井上、一木、寺田（内線 24758） 

 ＴＥＬ：(03)5253-8111 （代表）、(03)5253-8277 （直通）  

「地域の守り手」としての役割を担う建設業における、ICT を活用した発災時の応急復旧

対応力の強化や建設現場における生産性向上を目的として、「建設市場整備推進事業費補

助金」を新たに創設しました。今般、当該補助金の交付事務を行う事業者（執行団体）を公

募します。 

応募される方は、以下をご確認の上お申し込みください。 

また、令和６年度補正予算で実施しました本補助金による ICT 導入効果事例を取りまとめ

ましたので、併せて公表します。 

※補助金申請の公募開始に関するお知らせではありませんので、ご注意ください。 


